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問合せ先責任者 役職名 コーポレートコミュニケーション室長  氏名 高橋 是光 TEL (03)5546－4111 
決算取締役会開催日 2004 年 11 月 1 日 

米国会計基準採用の有無  無 

 
１． 2004 年 9 月中間期の連結業績（2004 年 4 月 1日～2004 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

2004 年 9 月中間期 
2003 年 9 月中間期 

    138,907    1.6
    136,720  △0.2

     3,667   221.2
     1,141  △61.6

     3,778    79.0
     2,111  △33.2

2004 年 3 月期     309,417      3,165      4,393 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

2004 年 9 月中間期 
2003 年 9 月中間期 

     1,090    51.8
      718  △88.2

        10.19  
         6.58  

        －    
        －    

2004 年 3 月期      3,922            35.57          －    
(注)①持分法投資損益    2004 年 9 月中間期 － 百万円  2003 年 9 月中間期 － 百万円  2004 年 3 月期 － 百万円 

    ②期中平均株式数(連結) 2004 年 9 月中間期 107,036,803 株  2003 年 9 月中間期 109,229,522 株  2004 年 3 月期 108,372,240 株 

    ③会計処理の方法の変更  無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

2004 年 9 月中間期 
2003 年 9 月中間期 

203,932 
201,109 

94,350 
91,836 

46.3 
45.7 

885.10 
850.41 

2004 年 3 月期 226,690 94,471 41.7 880.97 
(注)期末発行済株式数(連結) 2004 年 9 月中間期 106,598,761 株  2003 年 9 月中間期 107,991,796 株  2004 年 3 月期 107,159,417 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

2004 年 9 月中間期 
2003 年 9 月中間期 

 8,568 
14,047 

△7,228 
△5,837 

 △2,712 
△10,147 

25,536 
25,976 

2004 年 3 月期 16,436    1,292 △18,734 26,909 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 16 社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 0 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) 0 社   (除外) 0 社    持分法 (新規)  0 社   (除外)  0 社 
  なお、2004 年 4 月 1日付けでユニアデックス株式会社はＯ.Ｓ.エンジニアリング株式会社を吸収合併いたしました。 
 

２．2005 年 3 月期の連結業績予想（2004 年 4 月 1日～2005 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期        316,000         10,200         4,500 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   41 円 59 銭 

（注）1. 上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2. 上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動およ

び経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

     なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページをご参照ください。 
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  １．企業集団の状況 
 
 企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。   
 
                     

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            連結子会社        その他の関係会社  
 

※１．ユニアデックス㈱は、２００４年４月１日付けでＯ.Ｓ.エンジニアリング㈱を吸収合併いたしました。 
※２．日本ユニシス・ソフトウェア㈱は、２００４年１０月１日付けで北海道ソフト・エンジニアリング㈱、東北ソフト・エンジニアリング㈱、中

部ソフト・エンジニアリング㈱、関西ソフト・エンジニアリング㈱、広島ソフト・エンジニアリング㈱、九州ソフト・エンジニアリング㈱を

吸収合併し、同日付けで社名を日本ユニシス・ソリューション㈱に変更しております。 

コンピュータシステム 
の運用・管理委託 

施設の管理委託、人事・総務業務委託 

ソフトウェアの 
使用権許諾 

サポートサービス委託 

コンピュータ等の仕入 

ユニシス・ 
 コーポレーション 

※１ユニアデックス㈱ 

当  社 
 

日 
  

本 
 

ユ 
 

ニ 
 

シ 
 

ス 
 

㈱ 

 ㈱ エイタス    
（航空・旅行・運輸･ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒ

ﾝﾄ等業界向け） 

日本ユニシス・ 
      ビジネス㈱ 

㈱ 国 際 シ ス テ ム

 

※2 日本ユニシス・ 

   ソフトウェア㈱ 

日本ユニシス・ 
ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

※2 北海道ソフト・ 

エンジニアリング㈱

※2 東北ソフト・ 

エンジニアリング㈱ 

※2 中部ソフト・ 

エンジニアリング㈱

※2 広島ソフト・ 

エンジニアリング㈱ 

※2 九州ソフト・ 

エンジニアリング㈱

※2 関西ソフト・ 

エンジニアリング㈱ 

日本ユニシス 
 情報システム㈱ 

三井物産㈱ 
（仕入代行機関） 

ソフトウェアの 
 開発委託 

ソフトウェア開発の提供 

コンサルティングからシステム構築、運

用に至るシステム関連サービスおよび

ハードウェア・ソフトウェアの提供 

インターネットサービス 
の提供 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾑ、 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｻﾌﾟﾗ

ｲ商品の提供 

  

顧                             客 

日本ユニシス・ 
     サプライ㈱ 

アウトソーシング 
  サービスの提供

日本ユニシス・  
    ラーニング㈱ 

教育サービス 
    の提供 

人材教育業務委託 

ネットワークの構築・設計、 
ハードウェア・ソフトウェアの

保守サービスの提供 

㈱ﾄﾚｰﾄﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 
(商品先物取引業界向け) 

（ソフトウェア開発会社） 
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２．経営方針 
 
（１）経営の基本方針および目標とする経営指標 

日本ユニシス・グループは顧客価値の最大化に向けた高品質なワンストップサービス

の提供を目指し、グループ各社の専門性、生産性、品質をさらに向上させ、より密接な

連携によりシームレスなサービスを提供すべくグループ一丸となって努力しております。  
２００４年度は、２００１年１１月にスタートした経営方針「Re-Enterprising」の完

遂を目指した「Re-Enterprising2004」の重点施策として「専門性と生産性の向上」を掲

げ、組織毎の専門性向上と組織間の連携強化およびグループ経営基盤強化に向けて、組

織改編や機能統合、コスト構造改革など日本ユニシス・グループとしての総合力強化に

取り組んでおります。 
本年７月の組織改編では、ビジネス／IT コンサルティング、マーケティング、グロー

バルビジネス展開等を担う「ビジネス開発部門」に、ユビキタス、情報セキュリティ、

オープンソースなどの先端技術を実際のビジネスに適用することを目指した「先端技術

企画部」を設けました。 
また、各グループ企業の専門性、生産性を高めるための戦略のひとつとして、１０月

１日付けで日本ユニシス・ソフトウェア株式会社と地域ソフトウェア開発会社６社を統

合し、日本ユニシス・ソリューション株式会社を発足させました。システムサービス機

能を集中させることにより、要員配置を含めたプロジェクト管理や人材育成のワンマネ

ジメント化を図り、サービス品質の向上と要員技術力向上を目指します。 
一方、高成長を続けるユニアデックス株式会社には、昨年度のソフトウェア・サポー

ト業務の移管に続き、今年度から設備事業を移管するとともに、ハードウェアの開発／

製造／販売を行う O.S.エンジニアリング株式会社を吸収合併させました。ユニアデック

スを「ネットワーク事業、ハードウェア事業、インテグレーション＆サポートサービス

事業をトータルに行う企業」と位置づけてさらなる成長を図ります。 
これらの専門化したグループ各社および各組織の密接な連携によってグループ全体で

競争力を強化し、新規顧客の開拓や新たなビジネスにも果敢にチャレンジすることによ

り、「Re-Enterprising」を完遂してまいります。 
今年度（２００５年３月期）の連結売上高は３，１６０億円、連結営業利益は１０２

億円をそれぞれ目標としています。 
 
（２）会社の利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、市場ニーズの的確な把握の上に競合力の高い商品の企画／

開発および戦略的な投資を積極的に推進すると同時に、より一層のコスト削減／財務体

質の強化を実施し、継続的な利益還元を行うことを基本方針としています。 
 

（３）コーポレート・ガバナンスに関する考え方および施策の実施状況 
コーポレート・ガバナンスに関しましては、２００１年７月より導入した執行役員制

度に基づき、経営管理機能と業務執行機能の分離を積極的に進めております。また、  

２００２年度において社外監査役の増員や、グループ会社を含めたコンプライアンス体
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制の強化を推進し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図りました。さらに   

２００３年度より、グループ総合力の強化を目的とし、経営委員会の下にグループ戦略

会議およびグループ連絡会議を設置し運営しております。 
なお、今年度より、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取

締役の経営責任を明確にするため、取締役の任期を２年から１年に短縮しております。 
日本ユニシス・グループは、今年度より新たに設置した「CSR 推進委員会」を軸に、

「環境」を含め「コンプライアンス」「リスク管理」「セキュリティ」「社会貢献」など、

これまでに取り組んできた個々の活動を CSR（Corporate Social Responsibility：企業の

社会的責任）の観点から統合し、グループ間で活動連携を図りつつ体系的に CSR 活動を

推進していきます。 
 
（４）関連当事者との関係による基本方針 

当社は三井物産株式会社（以下、三井物産）およびユニシス・コーポレーション（以

下、ユニシス）の関連会社であり、ユニシス製プロダクトを日本市場に提供しておりま

す。ユニシス製ソフトウェア、ハードウェア製品の仕入れに関しては、三井物産を代行

機関としており、３社間での綿密な協力体制を敷いて対応しております。また、三井物

産は当社の顧客であるとともに、販売活動においてもさまざまな分野で協力関係にあり

ます。 
 
（５）会社の対処すべき課題 

今年度は、企業改革ビジョンである「Re-Enterprising」を完遂し、日本ユニシス・グ

ループを成長軌道に乗せるための極めて大切な年と認識しております。 
お客様の IT 投資意欲は景気回復基調を受け回復傾向を見せていますが、大手企業を中

心に価格に対する評価はさらに厳しさを増し、IT 市場にも価格下落の波が押し寄せてい

ます。 
日本ユニシス・グループとして IT の専門性を最大限に発揮し、お客様のビジネス価値

を高めるソリューションを実現するため、コンサルティング、システム構築、運用サポ

ート、アウトソーシングまで、一貫した高品質なサービスの提供を目指して、新しい技

術の獲得、サービスの創造に一層努力していく所存であります。 
また、より強固な経営体質の実現に向け、成長分野への積極的投資を実現する一方、

グループ全体でのコスト構造改革を継続し、グループ各社の機能強化と有機的連携を進

めることでグループ全体の総合力を一層高め、お客さまのニーズや環境変化などに応じ

た構造改革や新規ビジネスへの取り組みを適宜進めてまいります。 
 



日本ユニシス（連結） 

 - 5 -

３．経営成績および財政状態 
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 

当中間期のわが国経済は、長期停滞から脱しつつあるものの、IT 業界は競争が激しく、

依然として厳しい状況にあります。 
このような環境下、「Re-Enterprising2004」を掲げ、IT サービスのベストカンパニー

を目指して日本ユニシス・グループ各社が一体となって以下のような活動を展開してま

いりました。 
昨年度より、経営課題解決に向けた「上流アプローチ」とグループ連携による「サー

ビス連鎖」によりビジネススタイルの転換を図っています。ビジネス開発部門の BIO
（Business Innovation Office）によるビジネス・コンサルティング、TIO（Technology 
Innovation Office）による IT 戦略コンサルティングおよび業務プロセスコンサルティン

グにより、お客様のシステム化要求前の段階からビジネス接点ができることから、これ

までのアプローチでは十分ではなかった新規顧客や顧客内の新規分野への参入機会が拡

大しています。今年度は、さらなる新規領域への事業拡大に向けて取り組んでおります。 
また、ビジネス開発部門に先端技術企画部を新たに設置し、RFID（Radio Frequency 

Identification）／無線 IC タグなどの技術を応用した実証実験など、ユビキタス時代に向

けた従来からの取り組みをさらに強化・推進しています。 
大規模 Windows®および Microsoft®.NET 分野においては、Windows ベースのネット

専業銀行の勘定系システム構築を新たに受注するなどこの分野における競争優位性を確

立しております。当社は、「Microsoft.NET」に対応した専任組織を設けており、IT 化戦

略のコンサルティングをはじめ、システム構築サービス支援やサポート、製品評価など

を通じて Windows サーバ（ES7000）によるミッションクリティカルビジネスを支えて

います。 
アウトソーシング事業については、特化業種、特化ソリューションを機軸とした新し

いビジネスモデルを拡充し、継続的な拡大を目指しております。当社の地域金融機関に

おける勘定系システムのサポート実績、システム構築力、豊富なアウトソーシングノウ

ハウなどを評価していただき、新たな顧客獲得につながっています。 
これらの事業展開と並行して、ISO14001 認証については認証範囲を拡大（既取得済み

７社５４拠点）し、グループ内の全社・全拠点での取得を目指すと共に、ソフトウェア

開発プロセスの能力成熟度を客観的に示す「CMMI レベル 5（最高位）」の認定や、情

報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）等の認証を取得、プロジェクトマネジャ

ーの PMCC／PMS 資格者数が業界トップになる等、ビジネスパートナーとして一層の信

頼を得る努力を続けています。 
 
この結果、当中間期の連結業績は、売上高につきましては１，３８９億７百万円（前

年同期比１．６％増）と増加いたしました。利益面につきましては、「Re-Enterprising」
の推進によるコスト構造改革や退職年金制度改定効果もあり、営業利益は３６億６７百

万円（前年同期比２２１．２％増）と大幅に増加いたしました。経常利益につきまして
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も３７億７８百万円（前年同期比７９．０％増）となりました。また、当中間期に特別

退職支援制度の改定を実施し、その改定に伴う経過措置期間に係る支援金１２億９１百

万円を特別損失に計上したこと等から、中間純利益は１０億９０百万円（前年同期比５

１．８％増）となりました。売上構成別に見ますと、サービス売上はアウトソーシング・

ビジネスが引続き順調に伸びたものの、システムサービスが低価格化や案件の小口化に

より伸び悩み、前年同期比７億３１百万円減少の７８５億４０百万円（前年同期比０．

９％減）となりました。また、ソフトウェア売上は大口案件の計上およびオープン系ソ

リューションの増加により前年同期比１３億６５百万円増加の２３５億３１百万円（前

年同期比６．２％増）となり、ハードウェア売上については、賃貸収入の減少傾向が続

いているものの、販売がネットワークを機軸としたサーバ、ストレージ機器の出荷増に

より伸長したことから前年同期比１５億５２百万円増加の３６８億３５百万円（前年同

期比４．４％増）となりました。 
なお、売上構成比は、サービス売上は５６．６％（前年同期５８．０％）、ソフトウェ

ア売上は１６．９％（前年同期１６．２％）、ハードウェア売上は２６．５％（前年同期

２５．８％）となりました。 
 
中間配当金につきましては、通期の見通し等を勘案するとともに、株主の皆様への安

定的な利益還元を念頭におき、前年中間期と同様、１株につき３円７５銭といたしまし

た。 
 

※Microsoft および Windows は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または商標です。  

 
（２）通期の見通し 

通期の売上高の見通しにつきましては、依然厳しい業界環境ではありますが、期初計

画通りの３，１６０億円を見込んでおります。 
利益面につきましては、昨年の年金制度改革等の経費削減効果に加え、継続してシス

テムサービスの不採算案件の発生防止に努めると共に、システムサービスの価格低下に

対応するため開発コストの更なる削減施策を実施することから、営業利益および経常利

益はそれぞれ１０２億円を見込んでおります。一方、当期純利益は上期に特別退職支援

金等の特別損失の計上があったことから、期初計画と同額の４５億円を見込んでおりま

す。 
 

２．財政状態 
当中間期の現金及び現金同等物につきましては、営業用コンピュータの取得等の投資

活動における資金需要は営業活動によりまかない、その余剰資金は有利子負債の圧縮等

に使用の結果、前期末に比べ１３億７２百万円減少し、中間期末残高は２５５億３６百

万円となりました。 
営業活動により得られた資金は、８５億６８百万円（前年同期比５４億７８百万円減）

となりました。内訳としましては、税金等調整前中間純利益２１億４４百万円（前年同

期比２３百万円増）、非現金支出費用であります減価償却費９１億２８百万円（前年同期
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比４億９２百万円減）、および売掛金の回収による売上債権の減少２１６億５０百万円

（前年同期比２１億１６百万円減）、並びに仕入債務の減少９３億９３百万円（前年同期

比１８億９百万円増）等の結果であります。 
投資活動により支出した資金は、７２億２８百万円（前年同期比１３億９０百万円減）

となりました。内訳としましては、営業用コンピュータ等の有形固定資産の取得２６億 

３８百万円（前年同期比２６億９２百万円減）および、販売用およびアウトソーシング

用ソフトウェア等の無形固定資産の取得５０億９２百万円（前年同期比９億８２百万円

増）の支出等であります。 
財務活動による資金は、２７億１２百万円の支出超過（前年同期比７４億３５百万円

減）となりました。内訳としましては、長期借入金の返済による支出１６億７７百万円

（前年同期比２億６０百万円減）、および自己株式の取得による支出４億７６百万円（前

年同期比７億７５百万円減）等であります。 
 

 2004 年 9 月 

中間期 

2003 年 9 月 

中間期 

2002 年 9 月 

中間期 

株主資本比率（％） ４６．３ ４５．７ ４２．７ 
時価ベースの株主資本比率（％） ４３．３ ４６．１ ４６．５ 
債務償還年数（年） ２．０ １．６ ２．０ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ３６．３ ４４．３ ２５．０ 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※上記指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

中間連結損益計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2004.4.1～2004.9.30 2003.4.1～2003.9.30 2003.4.1～2004.3.31

 百万円 百万円 百万円

  

売上高 １３８，９０７ １３６，７２０ ３０９，４１７ 
   
売上原価 １０２，７８１ １００，０３７ ２３４，９３６ 
   

売上総利益 ３６，１２５ ３６，６８３ ７４，４８１ 
   
販売費及び一般管理費 ３２，４５８ ３５，５４１ ７１，３１５ 

   
営業利益 ３，６６７ １，１４１ ３，１６５ 

   
営業外収益   

受取利息及び受取配当金 １３７ ９１ １５２ 
上場有価証券売却益 １１９ ７０７ １，２１３ 
その他 １９２ ５２４ ７７６ 
  

営業外費用  

支払利息 ２３５ ３０４ ５７４ 
その他 １０２ ４９ ３４０ 
  

経常利益 ３，７７８ ２，１１１ ４，３９３ 

  

特別利益  

投資有価証券売却益 ２６８ ４７ ４７ 
その他（注１） １５ ０ １１，９４４ 
  

特別損失  

特別退職支援金 １，２９１ － － 
投資有価証券評価損 ６８ １０ ７２ 
その他（注２） ５５７ ２７ ７，４１３ 
  

税金等調整前中間(当期) 

純利益 
２，１４４ ２，１２１ ８，８９９ 

   
法人税、住民税及び事業税 ８０９ １，２４９ ３，３１６ 
法人税等還付額 △２０３ － － 
法人税等調整額 ４３５ ７９ １，４９５ 
   
少数株主利益 １３ ７３ １６５ 
   

中間(当期)純利益 １，０９０ ７１８ ３，９２２ 
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中間連結貸借対照表 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2004.9.30 2003.9.30 2004.3.31 

 百万円 百万円 百万円

(資産の部) 
 

流動資産 
 
現金及び預金 ２５，５７５ ２６，０２１ ２６，９５１
受取手形及び売掛金 ６２，０２７ ５５，７６７ ８３，６７９
たな卸資産 １７，００８ ２０，２６５ １０，９７３
繰延税金資産 １０，８０７ ７，５６８ ９，４９４
その他 ６，１１５ ８，７６０ ６，９６０
貸倒引当金 △７４ △１００ △８２

流動資産合計 １２１，４６０ １１８，２８３ １３７，９７７

 
 

固定資産 
 

有形固定資産 
 
機械装置及び運搬具 １７，５１１ ２４，４３６ ２１，４２０
その他 ７，６７３ １０，５７２ ８，０４６

有形固定資産合計 ２５，１８４ ３５，００８ ２９，４６７

 
無形固定資産 
 
ソフトウェア １７，６０２ １３，１３６ １６，３５８
その他 １７９ ５０９ ５０３

無形固定資産合計 １７，７８２ １３，６４６ １６，８６２

 
投資その他の資産 
 
投資有価証券 ８，０３５ ８，１０３ ８，５１１
繰延税金資産 ７，７００ １２，３００ ９，００７
前払年金費用 １２，７６３ － １３，５５０
敷金 ９，６２３ １２，３４６ ９，７７０
その他 １，９１６ ２，０９５ １，９９１
貸倒引当金 △５３３ △６７５ △４４６

投資その他の資産合計 ３９，５０５ ３４，１７０ ４２，３８４

固定資産合計 ８２，４７２ ８２，８２５ ８８，７１３

 

資産合計 ２０３，９３２ ２０１，１０９ ２２６，６９０
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2004.9.30 2003.9.30 2004.3.31 

 百万円 百万円 百万円

(負債の部) 
 
流動負債 

支払手形及び買掛金 ３３，５３３ ２９，２３９ ４２，９１８
短期借入金 ９８３ ４，７７０ １，１４０
長期借入金(1 年以内) ７，８９１ ６，３５４ ５，６２９
未払法人税等 ９３７ １，３１８ ２，８７３
未払費用 １２，１７８ １３，３０９ １３，５６５
引当金 １，１４７ １，１０７ １，２６１
その他 １８，０７３ １６，５１８ ２２，５３０

流動負債合計 ７４，７４４ ７２，６１７ ８９，９２０

 
固定負債 

社債 ８，０００ ８，０００ ８，０００
長期借入金 １４，０８１ ２０，９２３ １７，９２１
繰延税金負債 ６２８ － ３６８
退職給付引当金 ２，０１６ ２，０７７ ２，０７５
その他の引当金 ４１４ ５５４ ４５７
その他 ９，１２１ ４，４４８ １２，９１２

固定負債合計 ３４，２６２ ３６，００４ ４１，７３５

負債合計 １０９，００７ １０８，６２１ １３１，６５５

少数株主持分 ５７４ ６５０ ５６４

(資本の部) 

 
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３
 
資本剰余金 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１
 
利益剰余金 ７４，１６４ ７０，７４４ ７３，５４２
 
その他有価証券評価差額金 １，８７７ １，５８１ ２，１４３
 
自己株式 △２，４５５ △１，２５４ △１，９７９

資本合計 ９４，３５０ ９１，８３６ ９４，４７１

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
２０３，９３２ ２０１，１０９ ２２６，６９０
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中間連結剰余金計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2004.4.1～2004.9.30 2003.4.1～2003.9.30 2003.4.1～2004.3.31

 百万円 百万円 百万円

  

（資本剰余金の部）  

  

資本剰余金期首残高 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 

   

資本剰余金中間期末（期末）残高 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 

   

（利益剰余金の部）   

   

利益剰余金期首残高 ７３，５４２ ７０，４８６ ７０，４８６ 

   

利益剰余金増加高 １，０９０ ７４１ ３，９４５ 

   

中間（当期）純利益 １，０９０ ７１８ ３，９２２ 

連結子会社増加に伴う増加高 － ２３ ２３ 

   

利益剰余金減少高 ４６８ ４８３ ８８８ 

   

配当金 ４０１ ４１１ ８１６ 

役員賞与 ６６ ７２ ７２ 

   

利益剰余金中間期末（期末）残高 ７４，１６４ ７０，７４４ ７３，５４２ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
項目 

2004.4.1～2004.9.30 2003.4.1～2003.9.30 2003.4.1～2004.3.31

 百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間(当期)純利益 ２，１４４ ２，１２１ ８，８９９

減価償却費 ９，１２８ ９，６２１ ２０，１０８

固定資産売却益 △１５ △０ △１１，９４４

投資有価証券売却益 △３８７ △７５５ △１，２６１

引当金の減少額 △１３６ △１，４９０ △１，６８１

売上債権の増減額 ２１，６５０ ２３，７６６ △４，１４５

たな卸資産の増減額 △６，０３５ △４，６３７ ４，６５４

仕入債務の増減額 △９，３９３ △１１，２０２ ２，４７０

その他 △５，５８５ △２，５２３ ９３２

小計 １１，３７０ １４，９００ １８，０３２

利息及び配当金の受領額 １３７ ９１ １５２

利息の支払額 △２３６ △３１７ △６０９

法人税等の支払額 △２，７０３ △６２７ △１，１３９

営業活動によるキャッシュ・フロー ８，５６８ １４，０４７ １６，４３６

  

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △２，６３８ △５，３３０ △８，９５４

有形固定資産の売却による収入 ４２ ５００ １４，７１９

無形固定資産の取得による支出 △５，０９２ △４，１０９ △１０，５９１

無形固定資産の売却による収入 － ２，００９ ４，５０９

投資有価証券の取得による支出 △６６ △３１９ △４９２

投資有価証券の売却による収入 ４２３ １，４０２ ２，３３１

その他 １０４ ９ △２２９

投資活動によるキャッシュ・フロー △７，２２８ △５，８３７ １，２９２

  

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純減少額 △１５７ △１，７８１ △５，４１１

長期借入れによる収入 １００ １，６００ ２，５５０

長期借入金の返済による支出 △１，６７７ △１，４１７ △６，０９４

コマーシャルペーパーの純減少額 － △６，０００ △６，０００

自己株式の取得による支出 △４７６ △１，２５１ △１，９７７

配当金の支払額 △４０１ △４１１ △８１６

その他 △１０１ △８８６ △９８５

財務活動によるキャッシュ・フロー △２，７１２ △１０，１４７ △１８，７３４

現金及び現金同等物の減少額 △１，３７２ △１，９３７ △１，００４

現金及び現金同等物の期首残高 ２６，９０９ ２７，８３１ ２７，８３１

新規連結による現金及び現金同等物の増加額 － ８３ ８３

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ２５，５３６ ２５，９７６ ２６，９０９
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１.連結の範囲に関する事項 

 

（１）連結子会社の数 １６社 

 

ユニアデックス㈱ 

日本ユニシス・ソフトウェア㈱  

日本ユニシス・エクセリューションズ㈱他 

  なお、2004年 4月1日付けでユニアデックス株式会社はＯ.Ｓ.エンジニアリング株式会社を吸収合併いたしました。 

 

（２）非連結子会社の数 ２社 

 

非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション、他１社）の総資産、売上高、中間純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、

連結の範囲から除いております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

 

非連結子会社および関連会社（(株)ユニスタッフ、他２社）は、それぞれ中間純損益および利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せ

ず、原価法によっております。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

               

① 有価証券  

その他有価証券 

イ． 時価のあるもの  中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 

 

② デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産 

イ． 販売用コンピュータ  主として移動平均法による原価基準 

ロ． 保守サービス用部品他  移動平均法による原価基準 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

① 建物及び構築物  定率法によっております。ただし、連結子会社日本ユニシス・サプライ㈱の一

部の工場設備、および１９９８年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数は６年～５０年であります。 

② 営業用コンピュータ 

   (機械装置及び運搬具) 

 賃貸販売条件等に対応し５年で残存価額が零となる方法によっております。

③ ソフトウェア      

イ．市場販売目的の 

ソフトウェア 

 見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 
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ロ．自社利用の 

ソフトウェア 

 見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 

なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(１０年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジの会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約を、変動金利の短期借入金の金利変動リスクに

対して金利スワップをそれぞれヘッジ手段として、ヘッジ取引を行っております。 

③ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジする手段として行い、投

機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、原則としてヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。 

 

（７）消費税等の会計処理 

 

税抜き方式を採用しております。 

なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺の上、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
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４. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資であります。 
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注記事項 

中間連結損益計算書関係 

 

１．前期の特別利益の「その他」の内訳は固定資産売却益であります。 

 

２．前期の特別損失の「その他」の内訳の主なものは、退職給付制度改定損失５，４７９百万円、事業構造改革費用     

１，７５３百万円であります。 

 

中間連結貸借対照表関係 

 

 当中間期 前年中間期 前期 

１．有形固定資産           

減価償却累計額 ９８，６５８百万円 １１９，０３６百万円 １０９，８７２百万円

 

２．保証債務 ４，５３８百万円 ５，３３４百万円 ４，９２６百万円

                                                                                          

 
中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間（前期）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                                                          

  当中間期 前年中間期  前期 

  百万円 百万円  百万円

現金及び預金勘定  ２５，５７５ ２６，０２１  ２６，９５１

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △３８ △４５  △４２

現金及び現金同等物  ２５，５３６ ２５，９７６  ２６，９０９

 

セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

当中間期、前年中間期および前期については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、その他関連商

品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業の種類別

セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

 

当中間期、前年中間期および前期については、在外連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載を行っておりません。 

 

（３）海外売上高 

 

当中間期、前年中間期および前期については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、海外売

上高の記載を省略しております。 

 

リース取引 

 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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有価証券 

 

Ⅰ．当中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円

(1)株式 ３，２９８ ６，４５９ ３，１６０

(2)その他 ２９ ２９ △０

計 ３，３２８ ６，４８９ ３，１６０

 

 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭株式を除く) １，４４９百万円 

 

 

Ⅱ．前年中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円

(1)株式 ３，６４５ ６，４３０ ２，７８４

(2)債券 ２０ ２０ ０

計 ３，６６５ ６，４５０ ２，７８５

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭株式を除く) １，３５０百万円 

 

 

Ⅲ．前期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円

株式 ３，３１０ ６，９０９ ３，５９８

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭株式を除く) １，２９９百万円 

 

 

デリバティブ取引 

 
当中間期、前年中間期および前期については、すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため記載

を省略しております。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 

当中間期における生産実績は次のとおりであります。 
  

品 目 金額 前年同期比 
 百万円 ％ 

システムサービス ３８，０２２ △１０．５ 

ソフトウェア ７，６４３ ＋０．５ 

合計 ４５，６６６ △８．８ 

 
（２）受注状況 

当中間期における売上区分別受注状況を示すと、次のとおりであります。 
   

区分 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 

サービス ９２，８３６ ＋６．５ ８７，０１８ ＋７．２ 

ソフトウェア １６，１００ △１．７ １８，１４４ △１７．３ 

ハードウェア ３０，８４６ △１４．７ １７，６５２ △１５．９ 

合計 １３９，７８３ ＋０．０ １２２，８１５ △１．０ 

 （注）・受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 
・受注高、受注残高については、契約を基準として集計しております。 

 
（３）販売実績 

当中間期における販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

区分 金額 前年同期比 

 百万円 ％ 

サービス ７８，５４０ △０．９ 

ソフトウェア ２３，５３１ ＋６．２ 

ハードウェア ３６，８３５ ＋４．４ 

合計 １３８，９０７ ＋１．６ 
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2005 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要               2004 年 11 月 1 日 

 

上 場 会 社 名        日本ユニシス株式会社                     上場取引所    東 

コ ー ド 番 号         8056                                              本社所在都道府県 東京都 

 

（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長           氏名 島田 精一 
問合せ先責任者 役職名 コーポレートコミュニケーション室長 氏名 高橋 是光   TEL (03)5546－4111 
決算取締役会開催日 2004 年 11 月 1 日                                   中間配当制度の有無            有 

中間配当支払開始日 2004 年 12 月 9 日                                    単元株制度採用の有無            有(１単元 100 株) 

 

１． 2004 年 9 月中間期の業績(2004 年 4 月 1 日～2004 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

2004年9月中間期 
2003年9月中間期 

    106,586   △4.0 
    110,999   △4.2 

       2,632    701.1 
       328  △77.2 

     3,693    9.4 
     3,375   63.3 

2004 年 3 月期     251,412      △1,827      1,846 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 円  銭

2004年9月中間期 
2003年9月中間期 

     1,651  △33.9 
     2,498  △50.4 

         15.43 
        22.88 

        －    
        －    

2004 年 3 月期      4,879            44.75         －    
 (注)①期中平均株式数   2004 年 9 月中間期 107,036,803 株  2003 年 9 月中間期 109,229,522 株  2004 年 3 月期 108,372,240 株 

     ②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

2004年9月中間期 
2003年9月中間期 

3.75 
3.75 

――――― 
――――― 

 

2004 年 3 月期 ――――― 7.50  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

2004年9月中間期 
2003年9月中間期 

174,438 
176,650 

87,287 
85,060 

50.0 
48.2 

818.85 
787.65 

2004 年 3 月期 196,027 86,827 44.3 809.99 
 (注)①期末発行済株式数     2004 年 9 月中間期 106,598,761 株  2003 年 9 月中間期 107,991,796 株  2004 年 3 月期 107,159,417 株 

     ②期末自己株式数       2004 年 9 月中間期   3,064,763 株  2003 年 9 月中間期   1,671,728 株  2004 年 3 月期   2,504,107 株 

 
２．2005 年 3 月期の業績予想(2004 年 4 月 1 日～2005 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期      254,000        5,600        2,700 3.75 7.50

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   25 円 00 銭 

 （注）1. 上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2. 上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動およ

び経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

     なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページをご参照ください。 
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６．中間個別財務諸表等 
 

中間損益計算書 
 

当中間期   前年中間期 前期 
科目 

2004.4.1～2004.9.30 2003.4.1～2003.9.30 2003.4.1～2004.3.31

 百万円 百万円 百万円

売上高 １０６，５８６ １１０，９９９ ２５１，４１２
 
売上原価 ７９，９７９ ８２，００１ １９４，７４７

 
売上総利益 ２６，６０７ ２８，９９８ ５６，６６４

 
販売費及び一般管理費 ２３，９７４ ２８，６６９ ５８，４９２

 
営業利益 ２，６３２ ３２８ △１，８２７

 
営業外収益 

受取利息及び受取配当金 ８０８ ２，０７５ ２，３０８
上場有価証券売却益 １１９ ７００ １，２０１
その他 ４２６ ６００ １，０１９

 
営業外費用 

支払利息 ２１４ ２８０ ５２６
その他 ７８ ５０ ３２８

 
経常利益 ３，６９３ ３，３７５ １，８４６

 
特別利益 

投資有価証券売却益 ２６８ ４７ ４７
その他（注１） ６４ １４０ １２，０９７

 
特別損失 

特別退職支援金 １，０５２ － －
投資有価証券評価損 ６８ － ６２
その他（注２） ３２８ １４ ５，７６４

 
税引前中間(当期)純利益 ２，５７７ ３，５４９ ８，１６４

 
法人税、住民税及び事業税 １２ ６０ ２１３
法人税等還付額 △２０３ － －
法人税等調整額 １，１１７ ９９０ ３，０７１

 
中間(当期)純利益 １，６５１ ２，４９８ ４，８７９

 
前期繰越利益 ４６，４７４ ４１，９２４ ４１，９２４

 
中間配当額 － － ４０４

 
中間（当期）未処分利益 ４８，１２６ ４４，４２３ ４６，３９９

 
 

（注１）前期の特別利益の「その他」の内訳は固定資産売却益であります。 
 
（注２）前期の特別損失の「その他」の内訳の主なものは、退職給付制度改定損失３，８６６百万円、事業

構造改革費用１，７５３百万円であります。 
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中間貸借対照表 

 
当中間期 前年中間期 前期 

科目 
2004.9.30 2003.9.30 2004.3.31 

 百万円 百万円 百万円

(資産の部) 
 
流動資産 

 
現金及び預金 ２２，８３５ ２２，１２４ ２３，５２３
受取手形及び売掛金 ４６，６１４ ４４，９３０ ６９，０６８
たな卸資産 ７，８９０ １１，１０９ ５，４５８
繰延税金資産 ５，３０４ ４，１１０ ４，８１９
貸付金 １５，６４０ １０，４３５ ７，９３８
その他 ３，６４１ ７，１９２ ５，８１７
貸倒引当金 △６０ △６４ △６４

 
流動資産合計 １０１，８６４ ９９，８４０ １１６，５６１

 
 
固定資産 

 
有形固定資産 

 
営業用コンピュータ １７，０６１ ２３，９０４ ２０，９６３
その他 ５，０２６ ７，８６８ ５，４８３

 
有形固定資産合計 ２２，０８８ ３１，７７３ ２６，４４７

 
無形固定資産 

 
ソフトウェア １６，４７４ １１，７３４ １５，１３６
その他 ３２ ２５３ ２５０

 
無形固定資産合計 １６，５０６ １１，９８８ １５，３８６

 
投資その他の資産 

 
投資有価証券 １０，１０９ １０，１３３ １０，６３９
前払年金費用 ８，２２８ － ９，５３５
繰延税金資産 ５，８８０ １０，３６９ ７，２８８
敷金 ８，６１０ １１，４１９ ８，８４３
その他 １，６６２ １，７８０ １，７６０
貸倒引当金 △５１３ △６５５ △４３５

投資その他の資産合計 ３３，９７８ ３３，０４８ ３７，６３１

 
固定資産合計 ７２，５７３ ７６，８０９ ７９，４６５

 
資産合計 １７４，４３８ １７６，６５０ １９６，０２７
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2004.9.30 2003.9.30 2004.3.31 

 百万円 百万円 百万円

(負債の部) 
 
流動負債 
 

支払手形及び買掛金 ３２，８８７ ２９，０８９ ４３，３１５
短期借入金 － ３，４００ －
長期借入金(1 年以内) ７，８９１ ６，３５４ ５，６２９
未払法人税等 ８０ ２８ ５２
未払費用 ３，８７８ ６，９６８ ６，８０８
引当金 ７４５ １，０２５ ９０２
その他 １３，４０９ １２，５６０ １７，０７０

 
流動負債合計 ５８，８９２ ５９，４２５ ７３，７７８

 
固定負債 
 

社債 ８，０００ ８，０００ ８，０００
長期借入金 １４，０８１ ２０，９２３ １７，９２１
その他の引当金 ３４３ ４４３ ３３７
その他 ５，８３２ ２，７９７ ９，１６２

固定負債合計 ２８，２５７ ３２，１６４ ３５，４２１

負債合計 ８７，１５０ ９１，５９０ １０９，１９９

(資本の部) 
 
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３
 
資本剰余金 
 
    資本準備金 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１
 
利益剰余金 
 
    利益準備金 １，３７０ １，３７０ １，３７０
    任意積立金 １７，６８６ １８，１９３ １８，１９３
    中間(当期)未処分利益 ４８，１２６ ４４，４２３ ４６，３９９
 
    利益剰余金合計 ６７，１８３ ６３，９８７ ６５，９６３
 
その他有価証券評価差額金 １，７９５ １，５６１ ２，０７８
 
自己株式 
 

△２，４５５ △１，２５４ △１，９７９

資本合計 ８７，２８７ ８５，０６０ ８６，８２７

負債及び資本合計 １７４，４３８ １７６，６５０ １９６，０２７

 百万円 百万円 百万円

(注) １．有形固定資産 
減価償却累計額 ９１，３３８ １１１，８５６ １０２，５９１

 ２．保証債務 ３，７０４ ４，５８６ ４，４７２
 
 

 




